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1. はじめに 

1.1. なぜ私がこれを書くのか 

私はドローン運航の安全管理に特化した講習と現場評価に取り組んできた。 
CRM（Crew Resource Management: 運航チーム資源管理）や SMS（Safety 
Management System: 安全管理システム）の導⼊⽀援に加え、D-LOSA（ドローン運航安全
評価）を、⽇本のドローン産業界の現場で実装する活動を続けている。 
その中で、繰り返し直⾯してきた問いがある。 
 

現場は、何を根拠に安全と判断しているのか。 

 
国家資格制度が整備され、⾶⾏ルールが明⽂化されたことは前進である。しかし、制度が整ったからと
いって、現場の判断基準まで⾃動的に整うわけではない。 
 
講習や現場評価を通じて⾒えてきたのは、事故やヒヤリ・ハットの多くが、操縦そのものの失敗ではなく、
運航の設計不⾜から⽣じているという現実だ。 
 
l 中⽌基準が決まっていなかった。 
l 役割分担が⾔葉の上でしか共有されていなかった。 
l 終了後の振り返りが⾏われず、記録も残っていなかった。 
 
こうした積み重ねが、現場の不安定さにつながっている。 
 
本⽩書は、そうした実態を起点に、安全な運航体制とは何かを改めて問い直すためにまとめたものであ
る。特定の企業、製品、サービスの宣伝を⽬的としたものではない。⽇本国内のドローン運航において、
安全を判断するための基準を整理し、現場で継続できる運⽤の⽅向性を⽰すことを⽬的としている。 
 
本⽩書は、毎年改訂を重ねることを前提としている。制度や市場環境だけでなく、現場で起きている変
化も反映しながら、⽇本のドローン運航に必要な安全の考え⽅を更新し続けていく次第である。 
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1.2. この⽩書の⽬的 

本⽩書は、ドローンの操縦技量を論じるものではない。 
⽇本のドローン産業界において、法⼈・⾃治体・運航事業者が「安全な運航とは何か」を判断するため
の視点を整理し、現場で使える評価軸を⽰すことを⽬的としている。 
 
では、法令を遵守していれば安全か。国家資格を持つ操縦者がいれば安全か。 
答えは、どちらも「それだけでは⾜りない」である。 
 

ドローン運航の安全は、個⼈の技量だけではなく、事前設計・判断基準・情報共有・振り
返りによって左右される。 

 
本⽩書はその視点を、現場実務に根ざした⾔葉で⽰す。 
 

1.3. この⽩書の読み⽅ 

本⽩書は、次の 3層で構成されている。 
 

構成 内容 

現状把握 いま、⽇本のドローン運航で何が起きているか 

評価軸の提⽰ 何を⾒れば、安全な運航と⾔えるか 

実装の提案 企業・⾃治体・運航事業者は何から着⼿すべきか 

 
各章は独⽴して参照できるが、通読することで「運航の安全をどう設計するか」という⼀本の軸が⾒えて
くる構成としている。セルフチェックシートや現場活⽤ツールは付録にまとめた。⽩書本編と合わせて、社
内共有・研修・委託先評価などに活⽤して欲しい。 
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2. ⽇本のドローン運航を取り巻く現状 

2.1. 業務利⽤の拡⼤と、安全管理の空⽩ 

⽇本のドローン業務利⽤は、ここ数年で急速に広がりつつある。建設・インフラ点検・測量・農業・物流
実証など、多くの業種においてドローンは「業務の⼀部」として定着しつつある。 
 
機体の性能は上がり、操縦のハードルは下がった。⾃動⾶⾏・障害物回避・リターン機能など、機体側
の安全補助機能も充実してきた。 
 
しかし、機体が賢くなることと、運航が安全になることは、必ずしも⼀致しない。 
 

2.2. 制度は整ったが、現場の判断基準は整っていない 

2022 年、航空法の改正により国家資格制度が創設された。⼀等・⼆等無⼈航空機操縦⼠の資格
制度が設けられ、⾶⾏ルールが明⽂化されたことは、産業界にとって重要な前進である。 
 
ただし、資格制度が整うことと、現場での安全な判断体制が整うことは、別の問題である。資格は「その
⼈が⼀定⽔準の知識と操縦技量を持つこと」を証明する。しかし、「その現場の運航が安全に設計され
ているか」を保証するものではない。 
 
現状、多くの現場では次のような状況が続いている。 
 
l ⾶⾏可否の判断基準が、担当者の経験と感覚に委ねられている 
l 中⽌条件が事前に定められておらず、現場で個⼈が判断している 
l 補助者や地上監視員の役割が曖昧なまま配置されている 
l ⾶⾏終了後の振り返りが習慣化されていない 
l ヒヤリ・ハットが記録されず、次回の運航に反映されない 
 
これらは、法令違反ではない。しかし、安全とも⾔い切れない状態である。 
 

2.3. 発注側の「安全の⾒⽅」も未整備 

運航事業者だけの課題ではない。ドローン業務を外部委託する発注側、建設会社・⾃治体・インフラ
管理事業者などにおいても、「委託先の安全管理をどう評価するか」という視点が⼗分に整備されてい
ない。 
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現状、発注側が確認しているのは主に次の 2 点だ。①国家資格の保有有無、そして②⾶⾏実績の
件数。どちらも重要な確認事項ではある。しかし、それだけでは運航体制の安全性を判断する根拠とし
ては不⼗分である。資格を持ち、⾶⾏実績を積んでいても、運航の設計が属⼈的であれば、リスクは
現場ごとに変わる。 
 

2.4. 「法令遵守」と「安全運航」は同義ではない 

法令遵守は、安全運航の最低条件である。出発点であって、到達点ではない。 

 
航空の世界では、事故・インシデントの報告と分析が組織的に⾏われ、安全の知⾒が蓄積されてき
た。ドローン産業界では、その⽂化がまだ⼗分に根づいてはいない。公表される事故情報は限られ、ヒ
ヤリ・ハットの共有も業界横断では⾏われていない。その結果、各現場が同じ失敗を繰り返しやすい構
造になっている。 
 
本⽩書が問うのは、この現状に対して「何を⾒れば安全と判断できるのか」という評価軸の不在である。 
 

2.5. 海外のドローン産業界における安全管理の動向 

⽇本の現状を客観的に⾒るために、海外の動向を参照しておく。制度整備の速度という点では⽇本は
決して遅れてはいない。⼀⽅で、SMS・CRM といった安全管理の考え⽅をドローン運航の現場に実装
する動きは、欧⽶・オーストラリアの⽅が先⾏している。 
 

⽶国（FAA）の動向 

⽶国では 2025 年のドローン産業界の主要カンファレンスにおいて、FAA・Amazon Prime Air・UPS 
Flight Forwardなどの関係者がドローン運航への SMS導⼊を公式に議論した。FAA の担当者は
「SMS はもはや有⼈航空だけのものではない」と明⾔し、⼤規模事業者だけでなく中⼩事業者にも普
及させる⽅向性を⽰した。CRM については、FAA の無⼈航空機規則（14 CFR 107）の改定案に
おいて、CRM への⾔及が 5箇所に及んでおり、業界内では「あれば良いもの」から「必要なもの」への
転換が進んでいる。 
 

欧州（EASA）の動向 

EASA の規制枠組みでは、商業航空輸送を⾏う事業者や整備組織（Part-145）に対して SMS
が義務化されている。ドローン運航に特化した義務化規定は現時点では設けられていないが、
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Specific カテゴリ以上の運航では SORA による個別リスク評価が求められており、安全管理の考え⽅
を組み込む仕組みは制度上整備されている。 
 
また、EASAは Specific カテゴリ以上の運航に適⽤される ERP（緊急対応計画）の設計指針
（AMC1 Article 11）において、「緊急サービスが到着するまでの間、資格を持つ⼈員が応急⼿当
を提供すること」を ERP設計の要素として明⽰している。 
 

オーストラリア（CASA）の動向 

オーストラリアでは、⺠間のドローン訓練機関が CRM・ヒューマンファクターをドローン操縦者向けにカリキ
ュラム化しており、有⼈航空の知⾒をドローン運航に適⽤する取り組みが先⾏している。 
 

タイ（CAAT）の動向 

タイでは、ドローン運航者に対して緊急計画の策定が法令上の義務として課されており、その内容には
消⽕器または応急⼿当キットの携⾏が含まれている。装備の携⾏を法令レベルで明⽰している点で、
他国より⼀歩踏み込んだ対応と⾔える。 
 

⽇本の現状 

以上の動向と⽐較したとき、⽇本の現在地は次のように整理できる。 
国家資格制度・⾶⾏ルールの整備という点では、⽇本は欧⽶と同等かそれ以上のスピードで制度化が
進んでいる。しかし、SMS・CRM といった安全管理の考え⽅を現場の運航に落とし込む実装の段階で
は、欧⽶・オーストラリアに⽐べて遅れが出ている。 
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3. ドローン運航で起きやすい失敗のパターン 

3.1. ある点検現場での出来事 

以下は特定の事例ではなく、複数の現場で共通して⾒られるパターンを整理したものである。 
 

項⽬ 内容 

状況 橋梁点検のためドローンを使⽤。操縦者 1名、補助者 1名で実
施。⾶⾏前の打ち合わせは 5 分程度で、中⽌基準の確認はなかっ
た。 

現場で起きたこと ⾶⾏開始から 30 分が経過した頃、⾵が強くなり始めた。操縦者は
機体の挙動が不安定になっていることを感じていたが、「あと少しで終
わる」という判断から⾶⾏を継続した。補助者は状況を把握していた
が、声をかけるタイミングが分からず、そのまま⾒守った。 

結果 ⾶⾏は完了した。しかし終了後の振り返りはなかった。操縦者が感じ
ていた「不安定さ」は記録されず、次回の担当者に引き継がれることも
なかった。 

問題の所在 操縦者の技量ではない。中⽌基準が事前に決まっていなかったこと。
補助者の役割が明確でなかったこと。終了後の振り返りがなかったこ
と。この 3 点だ。 

 
事故は起きなかった。しかし次に同じ状況が来たとき、同じ判断が繰り返される可能性は消えていな
い。 
 

3.2. 事故ではなく、「崩れ⽅」を⾒る 

ドローン運航における安全上の問題は、派⼿な墜落事故として現れるとは限らない。多くの場合、現場
では「何とか終わった」という形で完了する。しかしその裏側に、いつ表⾯化してもおかしくない構造的な
崩落が潜んでいる。 
 
本章では、事故の断定ではなく、現場で繰り返し⾒られる「失敗の典型パターン」を整理する。これらは
特定の企業や個⼈の問題ではない。運航体制が未整備のまま業務が拡⼤していく過程で、どの現場
でも起きうる構造的な課題である。 
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3.3. 失敗パターンの 5分類 

パターン 1︓事前準備・前提条件の不⾜ 

現地確認をせずに当⽇を迎える。気象条件の判断基準を決めないまま出発する。ConOps を作成せ
ず、関係者との調整も⼝頭だけで現場に⼊る。 
 
こうした状況では、現場で想定外の事態が発⽣したとき、判断の根拠がない。個⼈の経験と直感だけ
で対応することになり、判断の質が担当者によって変わる。 
 

パターン 2︓役割分担の曖昧さ 

操縦者は⾶ばすことに集中している。補助者は「何かあれば声をかける」という認識でいる。しかしその
「何か」の基準が共有されていない。 
 
補助者が実質的に「⾒ているだけ」になっている現場は少なくない。緊急時に誰が何をするかが事前に
決まっていなければ、補助者の存在は安全の担保にはならない。 
 

パターン 3︓GO / NO-GOや継続・中⽌の基準不⾜ 

⾶⾏を継続するか、中⽌するかの判断が、その場の空気と担当者の感覚に依存している。 
 
「少し⾵が出てきたが、もう少し様⼦を⾒よう」 
「依頼があるから今⽇中に終わらせたい」 
 
こうした判断が、中⽌すべき状況での⾶⾏継続につながる。GO / NO-GO の基準が⽂書化されてい
なければ、判断は属⼈的になり、再現性がない。 
 

パターン 4︓現場コミュニケーションの機能不全 

⾶⾏中、操縦者と補助者の間で情報が共有されていない。操縦者が機体の状態に集中するあまり、
周囲の変化に気づけない。補助者が異常を感じても、声をかけるタイミングを⾒失う。 
これは技術の問題ではなく、チームとしての意思疎通の設計問題である。 
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パターン 5︓振り返りの不在 

⾶⾏が終われば、その⽇の業務は終わりとなる現場が多い。うまくいったことも、迷ったことも、記録され
ない。ヒヤリ・ハットは個⼈の記憶の中に留まり、次回の運航に反映されない。 
同じ判断ミスが、同じ現場で繰り返される。それが続く限り、運航の質は上がらない。 
 

3.4. この章のまとめ 

冒頭のケーススタディに戻ると、あの現場で起きたことは 5 つのパターンのうち 3 つが重なった状態であ
る。事前計画の不⾜、役割分担の曖昧さ、振り返りの不在。どれか⼀つが整っていれば、結果は変わっ
ていた可能性がある。 
 
失敗パターンに共通するのは、個⼈の技量や注意⼒の問題ではなく、運航の設計が整っていないことで
ある。次章では、こうした崩れを防ぐための評価軸を整理する。 
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4. 安全な運航を⽀える 5 つの評価軸 

4.1. この章の使い⽅ 

本章は、本⽩書の中核をなす。第 3 章で整理した失敗パターンは、いずれも「何が設計されていなかっ
たのか」という問いに⾏き着く。その問いに答えるための評価軸が、本章の 5 つである。 
各評価軸には、5段階の状態記述を設けている。スコアをつけることが⽬的ではない。「⾃社の現在地
はどこか」を確認し、次に何を整理するのかの判断材料にすることが⽬的である。 
 

4.2. 評価軸 1︓事前設計 

運航の⽬的、⾶⾏場所の条件、気象判断の基準値、関係者との調整、リスク想定が、⾶⾏前に⽂
書として整理されているかどうかを⾒る軸である。 
 
ここで問うのは「準備の設計」である。何を⾶ばすのか、どこで⾶ばすのか、どんな前提条件が揃えば現
場に⼊れるのか。その答えが事前に明⽂化されているかどうかがこの軸の核⼼である。 
 

レベル 状態 

5 
ConOps や⾶⾏計画書が標準化され、⽬的・条件・リスク想定を含めて毎回
作成・更新されている 

4 書式はあるが、記載内容の徹底度が担当者によって異なる 

3 担当者は準備しているが、書⾯として残っていない 

2 ⼝頭確認のみで、記録が残らない 

1 事前準備の⼿順が定まっていない 

 

4.3. 評価軸 2︓役割と連携 

操縦者・補助者・管理者それぞれが、⾶⾏前に⾃分の役割と判断権限を把握しているかどうかを⾒る
軸である。 
 
役割が曖昧なまま現場に⼊ると、緊急時に誰も動けなくなる。「なんとなく配置されている」状態と、「役
割を理解して配置されている」状態は、⾒た⽬は同じでもリスクが⼤きく異なる。 
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レベル 状態 

5 役割・判断権限・緊急時の初動が⽂書化され、事前共有が徹底されている 

4 役割分担はあるが、緊急時の初動まで共有されていない 

3 担当者間で⼝頭確認はしているが、書⾯がない 

2 操縦者中⼼で、補助者の役割が明確でない 

1 役割分担の概念がない 

 

4.4. 評価軸 3︓判断基準の標準化 

⾶⾏開始の可否、⾶⾏中の継続・中⽌、異常発⽣時の初動対応の基準が、個⼈の感覚に依存せ
ず⽂書化・共有されているかどうかを⾒る軸である。 
 
ここで問うのは「意思決定の設計」である。評価軸 1 が⾶⾏前の準備を問うのに対し、この軸は⾶⾏
中・⾶⾏開始時に「続けるか、⽌めるか、異常時にどう動くか」の判断ルールが整っているかを問う。準備
が整った現場でも、この設計がなければ、判断はその場の空気と個⼈の感覚に委ねられる。 
 

レベル 状態 

5 
GO / NO-GO基準、継続・中⽌条件、異常時の初動が⽂書化され、関係
者全員が事前に確認している 

4 基準はあるが、異常時の初動まで共有されていない 

3 担当者は判断基準を持っているが、組織として統⼀されていない 

2 判断が毎回その場の状況と個⼈の感覚に委ねられている 

1 判断基準が存在しない 

 

4.5. 評価軸 4︓振り返りと改善 

プリブリーフィング・デブリーフィング・記録・是正措置が、運航の⼀部として組み込まれているかどうかを⾒
る軸である。 
⾶⾏が終わった後に何をするかが、次の運航の質を決める。振り返りのない現場は、同じ迷いと同じリス
クを繰り返す。 



⽇本ドローン運航安全⽩書 2026 

 

© 2026 株式会社ダイヤサービス All Rights Reserved. 
 

14 / 32 

 

 

レベル 状態 

5 
プリブリーフィングとデブリーフィングが毎回実施され、記録と是正措置が運⽤され
ている 

4 実施はしているが、記録や是正措置が継続していない 

3 終了後に⼝頭で確認はするが、記録に残らない 

2 問題があったときだけ話し合う 

1 振り返りの習慣がない 

 

4.6. 評価軸 5︓組織としての安全管理 

安全に関する教育・報告体制・責任の所在が、個⼈任せではなく組織の仕組みとして機能しているか
どうかを⾒る軸である。 
 
個⼈が気をつけることと、組織が安全を担保することは別物である。担当者が変わっても、現場が変わ
っても、同⽔準の安全を維持できる体制があるかどうかが問われる。 
 

レベル 状態 

5 SMS が導⼊され、教育・報告・改善のサイクルが組織として機能している 

4 安全管理の仕組みはあるが、運⽤が特定の担当者に依存している 

3 ルールはあるが、教育や報告の仕組みが整っていない 

2 安全管理が個⼈の意識と経験に委ねられている 

1 組織としての安全管理の概念がない 

 

4.7. 5つの評価軸で⾒えてくること 

これら 5 つは独⽴した項⽬ではなく、互いに連動している。事前設計が整理されていても、役割が曖昧
であれば現場は機能しない。判断基準があっても、振り返りがなければ改善されない。どれか⼀つだけが
⾼くても、全体の安全⽔準は上がらない。 
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5 つの軸を通じて⾃社の現在地を確認し、最も⼿薄な部分から着⼿することが、現実的な安全管理
の第⼀歩である。 
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5. ドローン運航における安全管理の考え⽅ 

5.1. この章の⽬的 

SMS（Safety Management System: 安全管理システム）や CRM（Crew Resource 
Management: 運航チーム資源管理）という⾔葉は、航空業界では標準的な概念である。 
しかし⽇本のドローン産業界では、まだ「専⾨⽤語」として受け取られることが多く、現場に落とし込めて
いない。 
本章では、理論の解説ではなく、現場で何が変わるのかを中⼼に説明する。 
 

5.2. SMS（Safety Management System: 安全管理システム）とは何か 

SMS を⼀⾔で⾔えば、安全を個⼈の気合いや経験に頼るのではなく、組織の仕組みとして維持するた
めの考え⽅だ。「気をつける」は安全管理ではない。誰が担当しても、現場が変わっても、同⽔準の安
全が維持される仕組みを持つこと、それが SMS の本質である。 
 
SMS は次の 4 つの要素で構成される。 
 

要素 内容 

安全⽅針の明確化 組織として安全をどう位置づけるかを宣⾔し、責任の所在を明
確にする 

リスクの特定と管理 起きうるリスクを事前に洗い出し、受け⼊れられるリスクの範囲
を組織として定める 

安全の保証 実際の運航が安全⽅針とリスク管理の基準に沿って⾏われて
いるかを継続的に確認する 

安全の促進 教育・訓練・情報共有を通じて、組織全体の安全意識と対応
⼒を維持・向上させる 

 
ドローン運航において SMS を導⼊するとは、この 4 つを現場の規模と実態に合わせた形で運⽤するこ
とである。決して⼤企業向けの複雑な制度を作ることではない。 
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5.3. CRM（Crew Resource Management: 運航チーム資源管理）とは何か 

もともとは航空の世界で、操縦⼠の技量だけでは防げない事故を減らすために⽣まれた考え⽅である。
チームが持つ情報・判断⼒・コミュニケーション能⼒などを最⼤限に活⽤することで、意思決定の質を上
げることを⽬的としている。 
ドローン運航に置き換えると、操縦者⼀⼈が全てを判断し、全てを抱える状態は、リスクが⾼い。補助
者が「⾒ているだけ」になっている状態も同じである。CRM が機能している現場では、次のことが起きて
いる。 
 
l 補助者が気づいたことを、遠慮なく操縦者に伝えられる 
l 操縦者が「続けたい」と思っていても、中⽌の提案を受け⼊れられる 
l チーム全体が同じ判断基準を持ち、同じ状況認識で動いている 
 
技術の話ではなく、チームとしての判断設計の話である。 
 

5.4. デブリーフィングとは何か 

デブリーフィングとは、⾶⾏終了後に⾏う振り返りの時間だ。よくある誤解として、「問題があったときだけ
やるもの」という認識がある。しかし本来のデブリーフィングは、うまくいった運航でも、毎回実施するもので
ある。 
 
デブリーフィングで問うのは、責任の追及ではない。今⽇の⾶⾏で計画通りに進まなかった部分はどこ
か。判断に迷った場⾯はあったか、その原因は何か。次回に向けて、何を変えるか。この 3 点を短時間
でも確認する習慣が、運航の質を継続的に上げる。記録が残ることで、担当者が変わっても知⾒が引
き継がれる。それが組織の安全⽔準を底上げする。 
 

5.5. 3つの概念が現場でつながる場⾯ 

SMS・CRM・デブリーフィングは、別々の制度ではない。現場では⼀つの流れとして機能する。 
 

⾶⾏前に組織のリスク管理基準に沿って準備する（SMS）。現場ではチームで情報を
共有しながら判断する（CRM）。⾶⾏後に振り返り、次回に反映する（デブリーフィン
グ）。 

 
この流れが定着したとき、安全は「その⽇の担当者の状態」に左右されない、組織の機能になる。 
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5.6. この章のまとめ 

SMS・CRM・デブリーフィングの 3 つに共通するのは、安全を個⼈の問題から組織の問題に移すという
発想である。「気をつける」から「設計する」へ。「個⼈が抱える」から「チームで判断する」へ。「終わったら
忘れる」から「記録して次に活かす」へ。 
この転換が、ドローン運航の安全管理における本質的な前進である。 
次章では、こうした考え⽅を実際の組織にどう実装するかを、規模別に⽰す。 
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6. 安全な運航体制の実装モデル 

6.1. この章の⽬的 

第 5 章で⽰した SMS・CRM・デブリーフィングの考え⽅を、実際の組織にどう実装するかを⽰す。「完
璧な体制を⼀気に作る」ことを⽬指す必要はない。組織の規模と現状に合わせて、着⼿できるところか
ら始めることが、継続できる安全管理の第⼀歩である。 
 
本章では、3 つの⽴場に分けて実装の⽅向性を⽰す。 
 

6.2. 【モデル 1】⼩規模運航事業者向け︓少⼈数でも機能する最低限の運航管理 

本モデルの⽬的は、安全管理が個⼈の経験と感覚に依存している状態から抜け出すための、最低限
の標準化を実現することにある。 
 

対象 

操縦者 1〜3名程度で運航業務を⾏っている事業者。専任の安全管理担当者を置く余裕がない規
模。 
 

現状の典型的な課題 

l 安全管理が代表者または操縦者個⼈の経験に依存している 
l 書類は⾶⾏計画書のみで、振り返りの記録がない 
l 役割分担が⼝頭確認で済んでいる 
 

着⼿すべき 3点 

①  ⾶⾏前チェックリストの標準化 
ConOps や⾶⾏計画書を毎回作成することが理想だが、まず「⾶⾏前に確認する項⽬を⼀枚に
まとめたチェックリスト」を作ることから始める。気象確認・現地確認・機体確認・役割確認の 4項⽬
が揃っているだけで、現場の判断精度は変わる。 
 

②  GO / NO-GO基準の明⽂化 
「どんな条件なら⾶ばす、どんな条件なら⽌める」を、担当者の感覚ではなく⽂書で持つ。⾵速・視
程・体調・現場状況など、判断に使う基準値を⼀度決めて書き出すだけでよい。 
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③  ⾶⾏後の記録を 1 分で残す習慣 
デブリーフィングを正式に実施する余裕がなくても、「今⽇の⾶⾏で気になったことを⼀⾏残す」習慣
が、ヒヤリ・ハットの蓄積と振り返りの起点になる。 

 

6.3. 【モデル 2】中規模運航事業者向け︓役割分担と記録運⽤を組み込んだ体制 

本モデルの⽬的は、担当者や現場によって⽣じている安全管理のばらつきを減らすための、情報共有と
運⽤の仕組みを組織に定着させることにある。 
 

対象 

複数の操縦者・補助者を抱え、複数現場を並⾏して管理している事業者。社内に安全管理の仕組
みを作りたいが、どこから⼿をつけるか分からない規模。 
 

現状の典型的な課題 

l 担当者によって運航の質にばらつきがある 
l ヒヤリ・ハットが個⼈の記憶に留まり、組織として共有されていない 
l 安全管理の責任の所在が曖昧 
 

着⼿すべき 3点 

① 安全管理責任者の明確化 
規模が⼤きくなるほど、「誰が安全管理の責任を持つか」が曖昧になりやすい。専任でなくてよい
が、安全管理責任者を明⽰的に定め、報告の窓⼝を⼀本化する。 
 

② ヒヤリ・ハット報告の仕組み化 
個⼈が「気になったこと」を報告できる簡易な仕組みを作る。書式は簡単なもので構わない。重要
なのは、報告が責任追及につながらないという組織⽂化を作ることである。 
 

③ デブリーフィングの定期実施 
全ての⾶⾏後ごとに実施することが理想だが、まず⽉ 1回の定期振り返りから始める。現場で起き
たことを担当者が共有し、改善点を記録する場を作ることで、組織の安全⽔準が均質化されてい
く。 
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6.4. 【モデル 3】発注法⼈・⾃治体向け︓委託先を⾒るための確認項⽬ 

ドローン業務を外部事業者に委託している建設会社・インフラ管理事業者・⾃治体など。委託先の安
全管理をどう評価すればよいか分からない⽴場向けのモデルである。 
 

確認項⽬ 確認の視点 

⾶⾏計画書・ConOps の有無 毎回作成しているか、書式が標準化されているか 

GO / NO-GO基準の⽂書化 中⽌判断の根拠が明⽂化されているか 

役割分担の明確化 補助者の役割と緊急時の初動が事前共有されているか 

ヒヤリ・ハットの記録 報告・記録・共有の仕組みがあるか 

振り返りの実施状況 デブリーフィングが習慣として定着しているか 

 
この 5項⽬を確認するだけで、委託先が「資格を持って⾶ばしている事業者」なのか、「運航を設計し
て⾶ばしている事業者」なのかが⾒えてくる。 
 

6.5. この章のまとめ 

3 つのモデルに共通するのは、完璧な体制を最初から⽬指さないという考え⽅である。⼩規模事業者
はチェックリストと記録の習慣から。中規模事業者は責任の明確化と報告の仕組みから。発注側は確
認項⽬を持つことから。どの⽴場であっても、「今⽇から⼀つ変えられること」がある。その積み重ねが、運
航の安全⽔準を着実に上げていく。 
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7. セルフチェック 

7.1. この章の使い⽅ 

本章は、⽩書を読んだ上で⾃社の現在地を確認するための⾃⼰診断シートである。20 の設問に「は
い／いいえ」で答えることで、⾃社の運航体制における⼿薄な部分が⾒えてくる。スコアの⾼低を競うも
のではない。「いいえ」が集まった領域が、最初に着⼿すべき箇所である。 
 

回答は個⼈ではなく、運航管理に関わる複数名で⾏うことを推奨する。⼀⼈で答えると
「たぶんできている」という認識で進みやすいが、複数名で答えると「実は共有されていなか
った」という事実が浮かびやすい。 

 

7.2. セルフチェック設問⼀覧 

A︓事前設計（評価軸 1に対応） 

№ 確認項⽬ はい いいえ 

1 ⾶⾏前に、⽬的・⾶⾏条件・リスク想定を含む⾶⾏計画書また
は ConOps を毎回作成しているか 

□ □ 

2 現地確認（地形・障害物・⽴⼊制限区域など）を、⾶⾏当
⽇より前に実施しているか 

□ □ 

3 気象条件の確認基準（⾵速・視程など）が、担当者間で共
通の数値として定まっているか 

□ □ 

4 関係者（依頼主・地権者・関係機関など）との調整が、⾶⾏
前に完了していることを確認する⼿順があるか 

□ □ 

 

B︓役割と連携（評価軸 2に対応） 

№ 確認項⽬ はい いいえ 

5 操縦者・補助者・管理者それぞれの役割と判断権限が、⾶⾏
前に明⽂化・共有されているか 

□ □ 

6 補助者が「何を⾒て、何を報告するか」の基準が、事前に共有
されているか 

□ □ 
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№ 確認項⽬ はい いいえ 

7 緊急時に誰が何をするかの初動⼿順が、現場全員に共有され
ているか 

□ □ 

8 操縦者以外のメンバーが、状況を判断して発⾔できる環境が整
っているか 

□ □ 

 

C︓判断基準の標準化（評価軸 3に対応） 

№ 確認項⽬ はい いいえ 

9 GO / NO-GO の判断基準が⽂書化され、担当者全員が確
認できる状態にあるか 

□ □ 

10 ⾶⾏中に継続・中⽌を判断するための基準が、事前に共有さ
れているか 

□ □ 

11 機体異常・通信断絶・負傷者発⽣などの緊急事態に対する
対応⼿順が定められているか 

□ □ 

12 判断基準が、特定の担当者の経験や感覚ではなく、⽂書とし
て組織に残っているか 

□ □ 

 

D︓振り返りと改善（評価軸 4に対応） 

№ 確認項⽬ はい いいえ 

13 ⾶⾏前にプリブリーフィング（⽬的・役割・注意点の確認）を実
施しているか 

□ □ 

14 ⾶⾏後にデブリーフィング（振り返り）を実施し、その内容を記
録しているか 

□ □ 

15 ヒヤリ・ハットを記録・共有する仕組みが、組織として整っている
か 

□ □ 

16 振り返りで出た改善点が、次回の運航に反映される⼿順があ
るか 

□ □ 
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E︓組織としての安全管理（評価軸 5に対応） 

№ 確認項⽬ はい いいえ 

17 安全管理の責任者が組織として明確に定められているか □ □ 

18 安全に関する教育・訓練が、定期的に実施されているか □ □ 

19 ヒヤリ・ハットや問題の報告が、責任追及ではなく改善につなが
る組織⽂化があるか 

□ □ 

20 担当者が変わっても、同⽔準の安全管理が維持できる仕組み
が整っているか 

□ □ 

 

7.3. 結果の⾒⽅ 

判定 内容 

いいえが 0〜3個 運航体制の基本的な設計が整っている状態だ。次のステップは、現
状の仕組みを定期的に⾒直し、更新し続けることだ。 

いいえが 4〜9個 部分的に整っているが、特定の領域に⼿薄さがある。「いいえ」が集中
している A〜E の領域を確認し、該当する第 4 章の評価軸と第 6
章の実装モデルを参照して欲しい。 

いいえが 10個以上 運航体制の設計を根本から⾒直す必要がある。第 6 章の実装モデ
ルを参考に、着⼿できる 1 点から始めることを推奨する。 

 

7.4. この章のまとめ 

セルフチェックは、現状を責めるためのものではない。「いいえ」が多くても、それは現時点での出発点であ
る。どの領域から⼿をつけるかの優先順位を決めるための情報として使って欲しい。 
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8. 提⾔ 

8.1. この章の位置づけ 

本章は、本⽩書を通じて⾒えてきた課題に対し、⽴場別に具体的な⾏動の⽅向性を⽰すものであ
る。批判ではなく、現場で継続できる改善の提案として読んで欲しい。 
 

8.2. 運航事業者への提⾔ 

操縦者個⼈の経験に依存した運航から、設計された運航へ移⾏すること。 

 
資格を取得し、法令を遵守することは出発点に過ぎない。その先に求められるのは、誰が担当しても同
⽔準の安全が維持される運航体制の設計である。具体的には、次の 3 点から着⼿することを提⾔す
る。 
 
第⼀に、GO / NO-GO基準と中⽌条件を⽂書化すること。判断を個⼈の感覚に委ねる状態を終わ
らせることが、安全管理の第⼀歩である。 
第⼆に、デブリーフィングを運航の⼀部として組み込むこと。⾶⾏後の振り返りを習慣化することで、現
場の知⾒が組織に蓄積されていく。 
第三に、ヒヤリ・ハットを記録・共有する仕組みを持つこと。⼩さな異変を個⼈の記憶に留めない組織
が、⼤きな失敗を未然に防ぐ。 
 

8.3. 発注者への提⾔ 

委託先の評価基準を、資格と実績の確認から、運航体制の確認へ広げること。 

 
国家資格の保有と⾶⾏実績の件数は、確認すべき重要な情報である。しかしそれだけでは、委託先
が安全を設計して⾶ばしているかどうかは分からない。発注者が確認すべきは、第 6 章で⽰した 5項
⽬である。すなわち、⾶⾏計画書の有無、GO / NO-GO基準の⽂書化、役割分担の明確化、ヒヤ
リ・ハットの記録、振り返りの実施状況である。 
 
委託先を選ぶ⽬線が変われば、運航事業者が安全体制を整える動機も変わる。発注者の判断基準
は、産業界全体の安全⽔準を動かす⼒を持っている。 
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8.4. 業界全体への提⾔ 

安全を「気をつける話」で終わらせず、判断基準と運⽤設計の話に移すこと。 

 
⽇本のドローン産業界は、制度整備という点で⼤きく前進した。次に整備が必要なのは、現場の判断
⽂化である。航空の世界が⻑い時間をかけて築いてきたのは、事故・インシデントの報告と分析を組
織・業界横断で⾏う⽂化である。報告することが責任追及につながらず、情報が共有されることで産業
界全体の安全⽔準が上がる仕組みである。 
 
ドローン産業界がその⽂化を築くには、時間がかかる。しかし、始める場所はある。個々の事業者が振り
返りを記録し、発注者が安全体制を確認し、業界団体が情報共有の場を作る。その積み重ねが、⽇
本のドローン運航の安全⽂化を底上げしていくと信じている。 
 

8.5. 本⽩書を締めくくるにあたって 

本⽩書は、ドローン運航の安全を「個⼈の問題」から「設計の問題」として捉え直すことを⼀貫して提案
してきた。 
 
安全は、気合いでも、資格でも、経験年数でもない。事前に何を決めるか、現場でどう判断するか、終
わった後に何を残すか。その設計の積み重ねだ。 
 
本⽩書が、読んだ⽅の運航の⾒⽅を少しでも変えるきっかけになれば、この上ない幸いである。 
 
2026 年 3 ⽉ 5 ⽇  
株式会社ダイヤサービス 
代表取締役 ⼾出智祐 
 
 

【著作権・利⽤条件について】 
© 2026 株式会社ダイヤサービス All Rights Reserved. 
本⽩書の著作権は株式会社ダイヤサービスに帰属します。本⽩書の全部または⼀部を
転載・引⽤する場合は、出所として「株式会社ダイヤサービス『⽇本ドローン運航安全⽩
書 2026』」を明記してください。営利⽬的での無断使⽤・複製・再配布を禁じます。 
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付録 A 運航安全セルフチェックシート（簡易版） 

使い⽅ 

本シートは、社内回覧・朝礼・研修の場で⼿軽に使える簡易版である。第 7 章のセルフチェック（20
問）と異なり、現場の管理者や担当者が 5 分以内で確認できる設計にしている。「いいえ」が 1 つで
もあれば、その⽇の⾶⾏前に対応を確認すること。 
 

№ 確認項⽬ はい いいえ 

1 ⾶⾏計画書または ConOps を作成しているか □ □ 

2 気象条件（⾵速・視程）を数値基準で確認しているか □ □ 

3 GO / NO-GO の判断基準が全員に共有されているか □ □ 

4 操縦者・補助者の役割が事前に明確になっているか □ □ 

5 緊急時の初動⼿順が全員に共有されているか □ □ 

6 ⾶⾏後に振り返りを⾏う予定があるか □ □ 

7 ヒヤリ・ハットを記録する仕組みがあるか □ □ 

8 安全管理の責任者が明確になっているか □ □ 

 

記録欄  

実施⽇  

⾶⾏場所  

確認者  
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付録 B プリブリーフィング確認項⽬（簡易版） 

使い⽅ 

⾶⾏開始前に、操縦者・補助者・現場管理者が揃った状態で確認する。所要時間の⽬安は 5〜10
分。読み上げ形式で進めることを推奨する。 
 
① 本⽇の⾶⾏概要 

Ø ⾶⾏⽬的と作業内容を全員で共有したか 
Ø ⾶⾏エリア・⾶⾏ルートを確認したか 
Ø 予定⾶⾏時間と終了条件を確認したか 

 
② 気象・環境条件 

Ø ⾵速・⾵向を確認したか（基準値︓   m/s以下） 
Ø 視程・雲底⾼度を確認したか 
Ø 現地の障害物・⽴⼊制限区域を確認したか 
Ø 関係者・地権者への連絡は完了しているか 

 
③ 機体・装備の確認 

Ø 機体の⾶⾏前点検を実施したか 
Ø バッテリー残量・予備バッテリーを確認したか 
Ø 通信・映像系統の動作確認をしたか 
Ø 緊急着陸ポイントを確認したか 

 
④ 役割の確認 

Ø 操縦者・補助者・管理者それぞれの役割を全員が把握しているか 
Ø 補助者は「何を⾒て、何を報告するか」を理解しているか 
Ø 緊急時に誰が何をするかを全員が把握しているか 

 
⑤ GO / NO-GO の確認 

Ø 本⽇の GO条件は揃っているか 
Ø 中⽌判断の基準を全員で確認したか 
Ø 「おかしいと思ったら声に出す」ことを全員で確認したか 
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特記事項・懸念事項の共有 

（⾃由記述欄） 
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付録 C デブリーフィング記録例 

使い⽅ 

⾶⾏終了後、できるだけその場で記録する。所要時間の⽬安は 5〜15 分。責任追及の場ではなく、
次回の精度を上げるための時間として位置づける。記録は個⼈の記憶に留めず、チームで共有・保管
すること。 
 

基本情報 

項⽬ 内容 

実施⽇  

⾶⾏場所  

参加者（役割）  

⾶⾏時間  

記録者  

 

① 計画との差異 

今⽇の⾶⾏で、事前計画と異なった点はあったか。 
 
記⼊例︓⾵速が予想より強く、⾶⾏開始を 15 分遅らせた。中⽌基準に定めた数値には達していなかったが、判断に迷う場⾯があった。 
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② 判断に迷った場⾯ 

⾶⾏中、継続・中⽌・変更について迷った場⾯はあったか。あった場合、その理由は何か。 
 
記⼊例︓⾶⾏開始 30 分後に⾵が強くなり始めた時点で継続すべきか迷った。中⽌基準が「瞬間⾵速〇m/s」と定めていたが、平均
⾵速との判断が曖昧だった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

③ ヒヤリ・ハット 

重⼤な問題には⾄らなかったが、「あれ︖」と感じた場⾯はあったか。 
 
記⼊例︓補助者が障害物に気づいたが、声をかけるタイミングを迷い、結果的に操縦者への報告が遅れた。 
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④  うまくいった点 

今回の⾶⾏で、特に機能した⼿順・判断・連携は何か。 
 
記⼊例︓プリブリーフィングで緊急着陸ポイントを全員で確認していたため、機体異常が発⽣した際に迷わず対応できた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

⑤ 次回への改善事項 

次回の運航に向けて、変更・追加・修正すべき点は何か。担当者と期限も明記する。 
 

改善内容 担当者 対応期限 

 
 
 
 

  

 
 
 
 

  

 
 
 
 

  

 


